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1 研究の目的と意義 

 

 ベトナムの二輪車市場は 1990 年以降国内生産が開始され、政府の政策のもとで外資系企業の参入

より段階的に発展してきた。現在ベトナム二輪車市場は中国、インド、インドネシアに次ぐ世界第

4位であり、ベトナム国内販売台数が 338 万台を超えている。 

 ベトナム二輪車市場において、ホンダは 2020 年の販売台数が 214 万台、シェアが 79.7％であ

り、第 1 位の地位を占めている。現在の地位を達成するために、ホンダベトナムはどのようにグロ

ーバル化、現地化戦略を展開してきたのか。本研究は、ホンダベトナムが高い競争優位を獲得する

ため、どのように 4つの活動（販売、生産、部品調達、開発）の現地化戦略や現地市場適応の能力

構築を実施してきたかを明らかにし、ホンダベトナムの高い競争優位の要因を究明することを主た

る研究目的としている。 

 ホンダベトナムは2000年前後中国車バブル期には、ベトナム二輪車市場における低価格中国車の

脅威に直面し、低価格・高品質製品の開発が課題であった。同社は、この課題を解決することを通

じ、現地消費者のニーズに適応した製品を次々に投入した。その結果同社は、潜在成長性の高い中

間所得層向け消費市場も開拓でき、販売台数及び市場シェアを高めることに成功した。本研究は、

この現地向け低価格・高品質製品Waveαの開発を分析することを通じ、ホンダベトナムの4つの活動

の現地化戦略や現地市場適応の能力構築の方法などを分析する。そのため、先行参入したタイ、イ

ンドネシア、中国におけるホンダのグローバル化や4つの活動の現地化の比較分析を行う。まずホン

ダベトナムの競合企業である台湾系SYMベトナム、日系ヤマハベトナムのグローバル化と4つの活動

の現地化戦略の比較分析を行う。これらの比較分析の結果を通じ、本研究はより深くホンダベトナ

ムの現地化戦略や能力構築の特性を理解することができる。また本研究は、藤本の能力構築理論を

基に、ホンダベトナム及びSYMベトナム、ヤマハベトナム、地場系企業の現地市場適応の能力構築の

比較分析を行う。また比較分析を基に、ホンダベトナムがどのように4つの活動の能力構築を通じ、

QCD能力の改善、進化を行なってきたかを明らかにする。 

 

2 各章の要約 

 

本研究は、序章及び終章を除き、7章で構成されている。 

 第 1章は、先行研究のレビューと研究仮説の設定である。先行研究のレビューにおいては、グロ

ーバル化や現地化戦略、現地市場適応の能力構築理論を中心に、各章の内容に応じ、適切な参考文

献を選定し、レビューしている。ベトナム二輪車産業の分析においては、赤松の雁行形態論、末廣

のキャッチアップ型工業化論、Vernon のプロダクト・サイクル論などを活用し、ホンダの進出先で

あるベトナム二輪車市場の現状、問題点などを詳細に考察している。グローバル化や現地化戦略の

概念に関しては、Porter（1986）、牧野（1992）などの研究をもとに、日本製造企業のグローバル

化・現地化の特徴の研究を分析した。二輪車企業、サプライヤーの能力構築に関しては、浅沼のサ

プライヤー理論、藤本の製品アーキテクチャー理論及び、能力構築理論等を先行研究した。ベトナ

ム市場におけるホンダをはじめとする外資系、地場系の二輪車企業のグローバル化、現地化、及び

現地適応の能力構築の関係を論じるが、主として藤本（2003）、藤本（2004）の能力構築理論を用

いている。また第 1章では、各研究文献を調査した上で、ホンダベトナムの競争優位に関する 3 仮

説を設定している。それらは、①ホンダベトナムは低価格中国車（地場系）に対抗する低価格・高

品質製品 Waveα の開発に成功するが、それはベトナムで高いシェアを獲得するための要因となる。
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またその後現地化と現地適応の能力構築を推進するだけでなく、模倣車対策が成功し、ベトナムで

シェアを持続的に拡大するための要因となる。②ホンダベトナムは、外資系や地場系との競争の下

で現地化戦略や現地市場適応の能力構築で先行し、高い競争優位の獲得に成功している。③ホンダ

ベトナムの競争優位は 4つの活動の現地化戦略を通じた現地市場適応の能力構築が成功要因であ

る。 

 第 2 章は、ホンダの現地化の対象市場として、ベトナム二輪車市場を取り上げ、市場の形成、発

展プロセス、問題点を分析する。また外資系及び地場系企業の参入動向、現地化への政府の政策の

影響などを考察した。これらの考察を通じ、ホンダを始め、外資系企業がベトナム二輪車市場に参

入した背景や現地化の動向、その要因などを考察する。ベトナム地場系企業は、2000 年前後一時的

に国内市場シェアをリードした。地場系企業は中国部品を使用したモジュール型の組立て生産が中

心であり、販売網、コア部品内製化、製品研究開発などの面で資本力や技術が弱いため、ホンダを

始め、外資系企業が低価格・高品質製品を投入したため、市場シェアが急激に低下し、現在では

1％未満の低いシェアにとどまっている。 

 第 3 章は、ベトナムにおけるホンダ二輪車事業の進出動向と現地化の特徴を分析すると共に、事

例研究として低価格・高品質製品 Waveα の開発とその成功要因を考察した。ホンダベトナムは低

価格の中国コピー車に対抗するため低価格・高品質製品 Waveα の開発を決断する。ホンダベトナ

ムは参入の遅れはあったものの、ベトナム政府の政策へ対応し段階的な現地化を推進してきたが、

シェアの低下の危機に直面した。そこで従来にない価格（1/3 程度）の現地向けの低価格・高品質

製品を開発、投入した。開発にあたっては、世界各国のホンダの能力、資源、経験を結集し、短期

間のうちに低コストの開発に成功した。また低価格化の課題に対しては、地場系や中国部品を活用

した部品調達体制を構築し、国内市場の後退を挽回し、販売台数及びシェアを回復させ、持続的成

長に成功している。ホンダベトナムにおける低価格・高品質製品 Waveαの開発の成功と、それに

合わせ推進された 4 つの活動（開発、部品調達、生産、販売）の現地化戦略は、中国車バブルの脅

威を突破する要因となった。またその後タイムリーに現地製品の開発を遂行し、圧倒的に高い市場

シェアの獲得に成功し、ホンダベトナムは新興国の成功モデルと位置付けられている。 

 第 4 章は、ホンダ二輪車事業のアジア経営の概況や ASEAN 主要国タイ、インドネシアと中国にお

けるホンダの現地化戦略の特徴などに明らかにする。先行アジアの現地化動向を分析し、ベトナム

に適用した成功、失敗の体験も合わせて説明する。またタイ、インドネシア、中国のホンダ二輪車

事業とホンダベトナムの現地化の比較分析を行う。比較分析の結果を通じ、タイ、インドネシア、

中国のホンダに対して、ホンダベトナムの現地化戦略の特徴や差異を明らにする。ホンダベトナム

は、タイの成功経験を活用し、タイで先行開発した Wave100 をベトナム向けに修正適用し、低価

格・高品質化した。また部品の共有化、設備機械、金型等も共有し、コストの削減を実施した。一

方、同社は、中国における低価格化競争の敗退の失敗経験から、地場系企業と合弁し、低コストの

生産能力やモジュール型の部品調達方法の学習を行なった。ホンダベトナムの事例は、日本、アジ

アの資源、能力の連携、分業、有効活用の成果であると結論付けることができる。 

 第 5章は、ホンダベトナムの競合企業として、台湾系 SYMベトナム及び日系ヤマハベトナムの事

業の現状、現地化の特徴を分析した。また、ホンダベトナム、SYM ベトナム、ヤマハベトナムの現

地化戦略の比較を通じ、ホンダベトナムの現地化戦略をさらに深く分析、評価した。ホンダベトナ

ムは、現地消費者のニーズを考慮し、独占的な 4S 専売店網を構築している。また部品の交換や購入

も専売店のスタッフの能力が活用でき、部品の品質などの面でも専売店の方が信用されている。そ

のため、ホンダベトナムの販売網は、規模が最大店数だけでなく、全ての店舗が 4Sの専売店体制を
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構築しており、購入者に対して完成車・部品からアフターサービスまで一貫したサービス体制をと

り揃えている。これは、ホンダベトナムの販売能力に大きく影響を与える。ホンダベトナムは、工

場当たり生産能力ではヤマハベトナム及び SYM ベトナムに比べ大きく、規模の経済性を利用しコア

部品の内製化を進めてきた。同社は、SKD、CKDに続き完成車組立以外に、プレス、溶接、塗装に加

え、樹脂成形や機械加工の工程を現地化した。またホンダベトナムはコア部品の内製化を更に促進

させるため、2010 年にギア生産工場を設立し、2014 年にピストン生産工場を設立している。ホンダ

ベトナムは、参入初期には主に現地進出日系サプライヤーを中心に、日本やタイなどからの輸入部

品を採用した。その後、地場系や台湾系の現地サプライヤーとの取引を増やし、部品調達の現地化

を進めていった。ホンダベトナムは、従来高価格・高品質車戦略で現地の高い所得層の消費者に購

入されたが、当時ベトナムの全体的な所得水準と合わないため、販売台数が多くなかった。ベトナ

ム所得水準と合わせながら、現地の気候風土、交通事情を考慮し、消費者のニーズの掘り起こしを

はかった。デザインやエンジンの開発を積極的に展開し、消費者に好まれる製品の開発を行い、

低・中・高価格帯の二輪車を全方位に投入している。ホンダベトナムが 2020 年に開発した新車種累

計、新エンジン累計は、それぞれ 56、61 であり、断トツの成果を上げている。 

 第 6章は、ベトナムにおけるホンダ、外資系（SYM、ヤマハ）、地場系企業（SUFAT、DETECH 

MOTOR）の現地市場適応の能力構築を 4つの活動(販売、生産、部品調達、開発)別に比較分析を行

い、QCD に及ぼす影響を評価した。まず、ホンダベトナム、SYM ベトナム、ヤマハベトナム、地場系

企業の現地市場適応の能力構築を比較分析、評価する。次に、ホンダベトナムと競合企業を対象

に、市場適応の能力構築の成果を QCD の視点で比較分析し、ホンダベトナムの強みを評価した。そ

れによるとホンダベトナムは 4 つの活動の現地化の徹底により現地市場適応の能力構築を進め、常

に QCD の向上、進化を追求してきた。特に中国車バブル期の脅威に直面し、対抗製品の Waveαの開

発を決断し、それを契機に 4 つの活動の現地化戦略を通じて、現地市場適応の QCD 能力の構築と進

化を持続的に追求してきた。そのことが、ホンダベトナムの高い競争優位の獲得に結び付いたとい

う結論となる。ホンダベトナムは、その他の外資系企業、地場系完成車企業に比べ、4 つの活動別

にみて資源、能力の蓄積、能力構築の水準が最も高い値を示し、現地適応の能力構築が進んでい

る。その結果、ホンダベトナムは、2020 年まで持続的に市場シェアが成長し、現在 79.7％の No1 シ

ェアを獲得しており、販売台数が 214 万台に達しているのである。 

 第 7章は、ホンダベトナムの競争優位とその要因に関する仮説検証を行った。第１章で設定した

本研究の 3仮説及び検証方法は、以下の通りである。 

 仮説 1 は「ホンダベトナムは低価格の中国車（地場系）に対抗する低価格・高品質製品 Waveαの

開発に成功するが、それはベトナムで圧倒的に高いシェアを獲得するための要因となる。また現地

化と現地適応の能力開発、及び模倣車対策等がベトナムでシェアを拡大するための要因となる。」

である。仮説 1の検証のために、3章では文献研究、インタビュー調査などを活用した「Waveα開

発」の事例研究により分析した。 

 Waveαの開発の事例研究では、ホンダベトナムは、2001 年まで地場系企業の低価格車(中国のホ

ンダコピー車)に対抗するため、高品質、低価格の Waveαの開発、投入に成功した。その成功要因

は、まずホンダベトナムが、脅威突破の迅速な戦略を運用し、中国車ショックを巻き返したこと。

開発にあたっては、タイホンダの Wave100 をもとにベトナム向けに修正するなどグローバル資源・

能力の活用により、開発時間の短縮が行われた。またタイとの部品の共通化、設備機器、金型の共

有をもとに、品質を落とすことなく、生産・部品調達・開発などの大幅なコスト削減ができた。そ

れと並行して、ホンダベトナムは 4つの能力の現地化戦略や現地適応の能力構築をきめ細かく実施
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した。更に、コピー車に対する模倣品対策のため、ベトナム政府と連携し、徹底的な知財管理、顧

客満足志向の社会運動を展開し、それらの結果、高いシェアを獲得することに成功している。 

 仮説 2 は、「ホンダベトナムは、外資系や地場系企業との競争の下で現地化戦略や現地市場適応

の能力構築で先行し、高い競争優位の獲得に成功した」。仮説 2の検証のため、6章では、文献調

査、統計資料分析に基づく能力構築に関するデータを作成し、外資系、地場系の企業間比較分析を

もとに検証している。 

 仮説 2 に対しては、藤本（2003）、藤本（2004）の能力構築理論をもとに、グローバル化、現地

化と現地市場適応の能力構築のフレームワークを基に、ホンダベトナム、ヤマハベトナム、SYM ベ

トナム、地場系企業の現地市場適応の能力構築の比較分析により検証した。ホンダベトナムは、外

資系や地場系と比較すると現地化の 4つの活動、及び現地適応の能力構築で先行し、高い競争優位

を構築することに成功した。すなわち、低価格・高品質製品 Waveαの開発に成功するだけでなく、

バリューチェーンの 4 つの能力（販売、生産、部品調達、開発）の現地化や現地市場適応の能力構

築を、時間軸を通じて強化している。またホンダベトナムは、品質重視の経営を指向しており、段

階的に QCD能力を高め、現地顧客の満足度を向上させてきており、それが高い競争優位の獲得とな

った。 

販売活動では、最大の 4S専売店網をベトナム全土に段階的に配置した。また生産活動では 3組立

工場を設立し、国内市場の最大規模の生産能力を持ち、コア部品の内製化を可能とする規模の経済

性を実現し、最大のコスト競争力を獲得している。また部品工場により顧客までの納期が短くな

り、現地消費者に対し、最大のコストパフォーマンスの製品を提供している。部品調達活動では、

日系依存から脱皮し、部品調達現地化比率を 100％近い水準引き上げた。開発活動では機種数、エ

ンジン累計数が他社を圧倒しており、あらゆる顧客層に対応する製品ラインを構築し、全方位戦略

を有利に展開している。  

 仮説 3 は、仮設 2の分析で作成したホンダの時系列データを基に重回帰モデル（SPSS）をもとに

定量的に検証している。すなわち「ホンダベトナムの競争優位は 4つの活動の現地化戦略を通じた

能力構築が成功要因である。」との仮説を、ホンダベトナムの時系列データ（2000〜2020 年）をも

とに能力構築の競争優位に与える効果を重回帰モデルで仮説検証する。なお付属資料 3ではホンダ

を含む外資系 7社、地場系 8 社、合計 15 社の企業間クロスデータをもとに、SPSS の重回帰モデル

を使用し、相関分析及び重回帰分析を行ない、第 3の仮説を企業間比較分析から補強した。時系列

モデル 1（Y販売台数）以外の時系列モデル 2（Yシェア）、企業間クロスデータによるモデル 3（Y

販売台数）、同モデル 4（Yシェア）もトライしているが、モデル 2、モデル 3、モデル 4 は付属資

料 3に掲載してある。 

ホンダベトナムが競争優位を高めてきた背景には重回帰モデルの標準化係数(ベータ)が示すよう

に、4つの活動への資源配分（人、モノ、金など）を効率よく行った結果を反映したものである。

市場の競争優位を高めるには、部品調達面の現地化を先行して進めることが最も有効である。低コ

ストかつ高品質が可能な部品調達網への投資を通じ、ものづくり能力を持続的に強化したことが有

効である。また新製品の開発による車種数、エンジン累計数を増やすことは、販売台数の増加に貢

献する。更に生産の現地化のため部品内製化比率を高めてきたが、品質の安定向上に寄与し、競争

優位の拡大に貢献したことを示す。 

 

3 研究の成果 
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 本研究は、文献研究、インタビュー調査、統計資料分析、重回帰モデルによる統計分析などを基

に、3仮説の検証を行い、研究の目的を究明した。研究目的の究明を通じ、研究の結論としては、

以下の通りにまとめられる。 

 結論１は、ホンダベトナムの低価格・高品質製品 Waveαの開発に関する事例研究であり、結論は

図表 7.2 にまとめてある。そこでは、グローバル能力、資源、経験を活用し、現地での問題（中国

コピー車の氾濫）、政府の国産化政策に迅速に対応しながら、現地市場適応の低価格・高品質製品

を開発すると共に、現地の模倣品対策を徹底した。また、Waveαの開発に合わせて 4つの活動（販

売、生産、部品調達、開発）の現地化及び現地市場適応の能力構築を推進することにより、顧客の

潜在ニーズを開発することができ、最大の販売台数、高い競争優位を獲得することに成功したこと

である。  

 結論 2 は、ホンダの二輪車事業は、ベトナム市場で 4つの活動の現地化を通じ、現地適応の能力

構築を行い、QCD 能力を持続的に改善し、進化させてきた。外資系、地場系企業と比較すると販売

では国内最大の 4S専売店網を構築し、顧客へのアプローチがしやすい体制を整備した。また生産で

はコア部品内製化の向上により品質面で他社との差別化が進んでいる。部品調達ではグローバル能

力、資源、経験を活用すると共に、現地サプライヤー数を増やし、低コストの部品調達体制を構築

した。開発では現地ニーズに応え、販売価格帯が低価格から高価格まで多様な機種数、エンジン累

計数を実現し、フルライン戦略をもとに、多くの購入者を獲得し顧客満足度を高めている。その結

果は、4活動の能力構築の企業間比較分析から明らかである（図表 7.4）。つまりホンダベトナム

は、4つの活動の現地化、現地適応の能力構築により、QCDを持続的に改善、進化させ、高い競争優

位を獲得することができたと統計資料分析をもとに評価することができる。  

 結論 3 は、重回帰分析（モデル 2）の結果によると、ホンダベトナムが業績(販売台数)を高めて

きた背景には貢献度分析が示すように、活動への資源配分を効率よく行った結果を反映したもので

ある。業績を高めるには、生産活動における部品内製化比率を進めることが最も貢献度が高い。生

産の現地化、現地市場適応の能力構築を進め部品内製化比率を高めてきたが、品質の安定向上に寄

与し、業績の拡大に貢献したことを示す。また、部品調達活動の貢献度が次に高く、低コストかつ

高品質が可能な部品調達網への投資を通じ、ものづくり能力を持続的に強化したことが有効であっ

た。更に開発に関連した能力構築の貢献度も有意であり、現地に適応した新製品の開発（車種数、

エンジン累計を増やすこと）は、販売台数の増加に貢献する。 

 

4 今後の研究課題 

 

本研究では、ホンダベトナムの競争優位に関する理論は、主として、藤本隆宏氏のものづくり企

業の能力構築理論に基礎をおいている。ホンダベトナムの二輪車に関連している研究論文、文献調

査、インタビュー調査等をもとに、研究仮説を設定すると共に、事例研究や統計分析の手法を用い

て、仮説検証型の実証研究を行っている。実証研究の方法としては、ホンダベトナムの事例研究、

企業間比較による統計資料分析、重回帰モデルによる統計分析の 3つの方向から総合的に分析して

いる。分析方法としては、時系列データによる重回帰モデルはもちろんのこと、事例研究、企業間

比較分析において、能力構築活動、競争優位の関係を、数値を使って比較、評価することを心がけ

た。 

先行研究レビューによれば、ベトナムの二輪車市場におけるホンダの競争優位の研究は少なく、

とくに統計分析による仮説検証型の研究は限られており、希少性のある研究と思われる。一方で今
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後の研究課題としては、ホンダベトナムの現地事例研究においては、ベトナムの二輪車企業インタ

ビュー調査の不足が本研究の限界の一つである。新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、ベト

ナムにおける二輪車企業のインタビュー計画等を中止せざるを得なかった。現地の販売、生産、部

品調達、開発の状況を実際に観察できれば、より確実な情報収集とそれに基づく評価ができたはず

である。当初の予定は、日本国内インタビュー調査に続き、ベトナム調査を行う予定であったが、

日本国内の調査のみに、変更されている。今後は、ベトナムの二輪車企業やサプライヤーのインタ

ビュー調査、各活動の現場視察が必要となり、それは、今後の残された課題一つとして、本研究の

成果を補強するものであると考えている。ベトナムに帰国した際に、継続的に調査、検証する予定

である。 
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場戦略論』ダイヤモンド社。Philip Kotler. Marketing Management. (Havard Business 
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2. H.I アンゾフ (広田寿亮訳) (1969)『企業戦略論』 産業能率短期大学出版部。Ansoff H.I. 
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籍企業と経済分析』千倉書房。Richard E.Caves. Multinational enterprise and economic 

analysis. (Cambridge University Press,1982.)  
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イヤモン社。Michael E.Porter. Competitive advantage: creating and sustaining 
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5. M.E.ポーター（土岐坤、中汁沼治、大野時武夫訳）（1989）『グローバル企業の競争戦略』
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28. 丸川知雄編（2003）『中国産業ハンドブック 2003-2004 年版』蒼蒼社。 
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査会。 

32. 小島清（2004）『雁行型経済発展論〔第 2 巻〕アジアと世界の新秩序』文眞堂。 
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36. 佐藤百合、大原盛樹（2006）『アジアの二輪車産業―地場企業の勃興と産業発展ダイナミズ

ムー』アジア経済研究所。 

37. 藤本隆宏、新宅純二郎編著（2006）『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社。 
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査報告書」『研究調査シリーズ』東北大学大学院経済学研究科工業経済学研究室 No.10。 
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ア動向年報』アジア経済研究所。 

30. 寺本実編（2007）「ドイモイ下ベトナムの『国家と社会』」『調査研究報告書』アジア経済

研究所。 

31. 藤田麻衣（2008）「ベトナム二輪車産業の発展と構造変化 －地場企業を巡る環境の変化を

中心に－」坂田正三編（2008）『変容するベトナムの経済主体』アジア経済研究所。 
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